
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
適宜間隔を置いて配置した下地パネル部を連結部により連結して成る型枠ブロックであっ
て、前記下地パネル部の少なくとも一方の表面にタイル取着部が設けられ、当該型枠ブロ
ックの側端部近くにおいて前記下地パネル部の裏面に溝が対向して形成され、当該溝に連
結プレートが嵌装され

ことを特徴とする型枠ブロック。
【請求項２】
前記下地パネル部の裏面に対向して形成した溝に、仕切りプレートを嵌装した請求項１に
記載の型枠ブロック。
【請求項３】

請
求項１又は２に記載の型枠ブロック。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、タイル張りの門柱や塀等を施工するにあたり、その施工作業を簡単化し、施工
期間を短縮化することの可能な型枠ブロッ 関する。
【０００２】
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、側端部からの距離がタイル配設ピッチの整数倍となる位置が切断
予定箇所に設定され、当該切断予定箇所を挟むように２組の溝が前記下地パネル部の裏面
に対向して形成されている

前記プレート部材に、鉄筋を挿通させるための切欠部又は切欠可能部が設けられている

クに



【従来の技術】
表面をタイル張りとした門柱や塀等のタイル張り構造物を施工する場合、従来は、コンク
リートブロックを段積みして基体を構築し、この基体表面にタイルをモルタル等の接着剤
で貼着するという工法が採用されている。あるいは、型枠を組み立て、鉄筋を配設したの
ち、コンクリートを打設して鉄筋コンクリート製の基体を構築し、その表面にタイルを貼
着するという工法も採用されている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
タイル張り構造物を施工するための前記従来工法は、基体の構築に時間がかかるため、施
工日数の短縮化が難しいという問題がある。また、コンクリートブロックの段積み作業や
型枠を用いた鉄筋コンクリートの打設作業は専門性が高く、ある程度熟練した作業者でな
くては能率よく行えないという問題があった。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
本発明は、タイル張り構造物を施工するにあたり、作業者の熟練をさほど必要とせず、し
かも短い工期で基体の構築を可能とする型枠ブロッ 提供するものである。本発明が採
用する型枠ブロックの特徴とするところは、適宜間隔を置いて配置した下地パネル部を連
結部により連結して成り、前記下地パネル部の少なくとも一方の表面にタイル取着部が設
けられ、当該型枠ブロックの側端部近くにおいて前記下地パネル部の裏面に溝を対向して
形成し、当該溝に連結プレート

ところにある。かかる構成により、タイル
張り構造物用の基体を構築するに際し、隣接する型枠ブロックを連結するのが容易になり
、しかも、型枠ブロック間の面出しや直線性の確保も簡単となる。
【０００５】

【０００６】

【０００７】
さらに前記プレート部材に、鉄筋を挿通させるための切欠部又は切欠可能部を設けてもよ
い。かかる構成により、型枠ブロック内へ鉄筋コンクリートを打設するのが容易となる。
【０００８】

。かかる構成を採用することに
より、複数個の型枠ブロックを連設してタイル張り構造物用の基体を構築するに際し、隣
接する型枠ブロックの面の出入りを揃えたり直線性を確保したりするのが容易となる。ま
た基体の下部領域に基礎形成用のコンクリートを打設する場合に、コンクリート打設時の
衝撃で隣接する型枠ブロックが位置ずれを起こすのを防止することができる。
【０００９】

上下に積み重ねた型枠ブ
ロック内を上下に貫通するように支柱材を配設し、当該支柱材の側面と型枠ブロックの内
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クを

が嵌装され、側端部からの距離がタイル配設ピッチの整数
倍となる位置が切断予定箇所に設定され、当該切断予定箇所を挟むように２組の溝が前記
下地パネル部の裏面に対向して形成されている

　また、施工時の状況により、型枠ブロックをタイルモジュールと整合する寸法、すなわ
ちタイル配設ピッチの整数倍となる位置で切断することが必要な場合に、切断箇所の近く
にプレート部材を嵌装させる溝を位置させることができる。従って、この溝内へ嵌装した
連結プレートで隣接する型枠ブロックどうしを連結することが可能であり、切断前と取扱
い方が変わることがない。

ところで前記下地パネル部の裏面に対向して形成した溝に、仕切りプレートを嵌装しても
よい。かかる構成により、型枠ブロックを、製作の容易な合成樹脂製とした場合に、下地
パネル間に嵌装した仕切りプレートが補強材となるので、軽量でありながら実用強度を確
保することができる。また仕切りプレートによって、型枠ブロック内を、例えば支柱材を
挿入する領域とコンクリートを打設する空間とに区画することが可能となる。

本発明に係る型枠ブロックの複数個を連設することにより基体構造を構築するには、型枠
ブロックの側端部近くにおいて下地パネル部の裏面に形成した溝に連結プレートを嵌装す
ることによって、隣接する型枠ブロックを連結すればよい

また本発明に係る型枠ブロックで基体構造を構築するにあたり、



表面との間に楔材を挿入 。かかる構成により、型枠ブロックと支柱
材とが一体化するので、型枠ブロックが浮き上がったり、位置ずれを起こしたりするのを
防止できる。なお、型枠ブロックを複数段積み重ねて基体を構築する場合は、最上段また
は各段ごとに、型枠ブロックと支柱材との間へ楔材を打ち込んでもよい。
【００１０】
さらに本発明 基体構造 、前記型枠ブロックの上端
部に補強プレートを載設し かかる構成により、基体強度を向上させることがで
きると共に、基体上端面にタイルを貼着するにあたり、前記補強プレートがタイルの下地
材の役割を果たす。なお、型枠ブロックを上下に積み重ねて基体を構築する場合は、上下
に積み重ねた各型枠ブロックの上端部に補強プレートを載設し、当該補強プレートが、上
下に積み重ねた型枠ブロックの双方に嵌合して両者の接続部材として機能するように成し
てもよい。
【００１１】
【発明の実施の形態】
〔型枠ブロックについて〕
図１及び図２に、本発明に係る型枠ブロックＫの一例を示す。この型枠ブロックＫは、複
数個を上下方向に積み重ね、あるいは左右方向に連設することによって、タイル張り構造
物の基体を構築するためのものであり、ある程度の強度を有し且つ軽量である素材、例え
ば自己消化性発泡プラスチック等の合成樹脂で製作するのが望ましい。型枠ブロックＫの
本体部１は、適宜間隔を置いて配置された２枚の下地パネル部２，２と、これを連結する
連結部３とから成っている。下地パネル部２、２は、少なくとも一方の表面にタイルＴを
係止するための凸条４が形成され、裏面には後述するプレート部材を嵌装するための溝５
、及び、これも後述する支柱材Ｐを保持するための保持段部６が設けられている。また下
地パネル部２の上端部及び下端部には、型枠ブロックＫを上下に積み重ねた際に、互いに
嵌合する凸部７と凹部（図示せず）とが設けられている。
【００１２】
下地パネル部２表面の前記凸条４は、例えばわずかにテーパ状に拡開する蟻足形のもので
あり、タイルＴの裏面に形成した蟻溝状の凹部１０を係止させることにより、タイルＴを
保持できるようになされている。なお、この凸条４は、横方向へ連続的に形成してもよい
が、一定間隔を置いて断続的に形成してもよい。
【００１３】
下地パネル部２，２それぞれの裏面に対向して形成した溝５へ嵌装されるプレート材とは
、図３に示すような連結プレート１１、図４に示すような小口塞ぎプレート１２、図５又
は図６に示すような仕切りプレート１３，１４等である。連結プレート１１は、隣接させ
て配置した型枠ブロックＫ，Ｋを連結するためのものであって、型枠ブロックＫの側端部
近くに形成した溝５内へ上記連結プレート１１を嵌装することにより、隣接させた型枠ブ
ロックＫを連結することが可能である。型枠ブロックＫの側端部を仕上げ面とする場合は
、上記連結プレート１１に代えて、図４に示すような凸条４を表面に形成した下地板１２
ａを有する小口塞ぎプレート１２を、側端部近くの溝５に装着する。これにより、基体の
小口面にタイルＴを貼着することが可能となる。型枠ブロックＫの中間部には、仕切りプ
レート１３（１４）を嵌装して補強材とする。なお、前記プレート材１１乃至１４は、上
下に積み重ねた型枠ブロックＫ，Ｋの双方へ共通して嵌装し得るような形状に製作されて
いる。しかるに基体の最上部及び必要により最下部に装着されるプレート材については、
横半分に切断した形状のものを使用すればよい。
【００１４】
前記連結プレート１１及び仕切りプレート１３，１４は、基体基部を構築するため型枠ブ
ロックＫの内部にコンクリートが打設される場合、原則として省略される。但し、コンク
リートが打設される型枠ブロックＫの最上部のみ、その上段に型枠ブロックＫを載設する
ため、連結プレート１１及び仕切りプレート１３，１４が嵌挿される。また本実施形態で
は、型枠ブロックＫ内に鉄筋コンクリートを打設する場合、鉄筋の配設を可能にするため
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する構成を採用できる

に係る型枠ブロックで を構築するに際し
てもよい。



、連結プレート１１及び仕切りプレート１３，１４の下側部分に切欠Ｘ、又は切断可能線
Ｙを設けた。従って、型枠ブロックＫ内に鉄筋を配設する際には、鉄筋をプレート材の切
欠Ｘに挿通させるか、又は、プレート材の下部を切除すればよい。
【００１５】
ところで溝５の形成位置は、タイルＴの配設ピッチに基づいて設定する 例では、図１
に示す如く、タイルＴの横幅寸法と目地幅寸法とを合わせた値をタイル配設ピッチＬとす
ると、図２に示す如く、型枠ブロックＫにおいて側端部からの距離が寸法Ｌの整数倍とな
る位置を切断予定箇所Ｍに設定し、当該切断予定箇所Ｍを挟んで対称となる位置に溝５，
５を形成した。かかる構成により、型枠ブロックＫを上記切断予定箇所Ｍで切断すれば、
切断部の近くに溝５が位置するから、当該溝５に連結プレート１１又は小口塞ぎプレート
１２を嵌装することが可能となる。従って本例の型枠ブロックＫは、施工状況に応じ、タ
イル配設ピッチＬを基準として設定する切断予定箇所Ｍで切断しても、切断前と取扱いが
変わることがないという利点を有している。
【００１６】
下地パネル部２の裏面に設ける支柱材Ｐの保持段部６は、型枠ブロックＫ内へ挿入した支
柱材Ｐを安定して保持できるものであればよく、その形態は特に限定されない。
【００１７】
下地パネル部２の上端部に設けた凸部７と下端部に設けた凹部（図示せず）とは、型枠ブ
ロックＫを上下に積み重ねる際に嵌合させることにより、上下の型枠ブロックＫが左右方
向に位置ずれを起こすのを阻止することができる。また段積み状態が安定するという機能
を発揮する。
【００１８】
ところで本発明に係る型枠ブロックＫの形態は、図１に示すような、厚みの薄い直方体状
のほかに、図７に例示するようなＬ字形や、あるいは、図８に示すようなＴ字形に構成す
ることも可能である。前者のＬ字形に構成した型枠ブロックＫ１ 　 は、例えは隅部を有す
る構造物の基体を構築するのに用いられる。後者のＴ字形の型枠ブロックＫ２ 　 は、例え
ば図示のようなＴ字形の構造物を施工する場合に用いることができる。なお図８には、横
幅寸法を半分とした型枠ブロックＫ３ 　 も例示してある。このように本発明に係る型枠ブ
ロックＫの形状・寸法等は、施工しようとする構造物の形態に応じ、適宜設定すればよい
。
【００１９】
〔基体構造について〕
次に、前記の如く構成された型枠ブロックＫを用いてタイル張り構造物用の基体を構築す
る要領を説明する。まず図９に示す如く、構造物を施工しようとする場所へ必要に応じて
割栗Ｆを敷き、その上にコンクリートを打設して基礎Ｇを形成する。次いで、形成した基
礎Ｇ上に型枠ブロックＫを所要の位置へ配置する。その際、施工状況により幅寸法の小さ
い型枠ブロックＫが必要な場合は、型枠ブロックＫをタイルピッチで切断して用いればよ
い。基体の基部となる最下段又は最下段を含む下側数段の型枠ブロックＫ内にはコンクリ
ートＣを打設し、基礎Ｇとの一体化を図る。その際、型枠ブロックＫ全体にわたりコンク
リートＣを一体化させるため、連結プレート１１及び仕切りプレート１３（１４）を省略
する。但し、型枠ブロックＫにおける、他の型枠ブロックが連設されない小口面には、図
１０に示すように、小口塞ぎプレート１２を装着する。なお、コンクリートＣが打設され
る型枠ブロックＫの最上段に位置するものについては、それより上方の型枠ブロックＫと
の連結を図るため、連結プレート１１や仕切りプレート１３（１４）を嵌装する。この場
合において、型枠ブロックＫ内に鉄筋Ｒを配して鉄筋コンクリートを打設するときには、
連結プレート１１及び仕切りプレート１３（１４）の切欠Ｘを利用するか、或いは切断可
能線Ｙ以下の部分を切除して使用する。
【００２０】
下段の型枠ブロックＫ内にコンクリートＣを打設して基体基部を構築したならば、その上
へさらに型枠ブロックＫを所要数だけ積み重ねる。その際、左右に隣接する型枠ブロック
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。本



Ｋどうしは前述の連結プレート１１によって連結し、上下の型枠ブロックＫどうしは、そ
の上下端部に設けた凸部と凹部とを嵌合させることにより、段積み状態を安定させる。ま
た、型枠ブロックＫの中間部の溝５には、補強用の仕切りプレート１３（１４）を嵌装す
る。型枠ブロックＫにおける他の型枠ブロックが連設されない小口面には、図１０に示す
ように、小口塞ぎプレート１２を装着しておく。
【００２１】
基体の基部を構築したならば、その上へさらに型枠ブロックＫを所要高さまで段積みし、
基体を完成させる。内部にコンクリートＣを打設した型枠ブロックＫ上へ積み重ねられる
型枠ブロックＫについては、図１１に示すように、支柱材Ｐを適当間隔で挿入し、この支
柱材Ｐの下端部を前記コンクリートＣ内へ埋設することによって、上下の型枠ブロックＫ
を一体化させる。あるいは支柱材Ｐを、最下段の型枠ブロックＫ内に挿入して、基礎Ｇか
ら立ち上がるように構成してもよい。支柱材Ｐを型枠ブロックＫ内へ挿入するにあたり、
支柱材Ｐと型枠ブロックＫとの隙間を埋めて両者を一体化するため、図１２に示すように
、支柱材Ｐの側面と型枠ブロックＫの内面との間へ楔材２０を差し込むことが望ましい。
また楔材２０を差し込むのは、最上段の型枠ブロックＫだけでなく、各段の型枠ブロック
Ｋごととしてもよい。

【００２２】
ところで、図７又は図８に示すようなＬ字形やＴ字形の構造物を施工する場合は、２つの
型枠ブロックＫをＬ字形に連結する隅部や、３つの型枠ブロックＫがＴ字形に突き合わさ
れる交差部に支柱材Ｐが立設される。このような場合、コンクリートＣが打設される下段
の型枠ブロックＫ内に仕切りプレート１３（１４）を嵌挿し、コンクリートＣ内に支柱材
Ｐを挿入する空間を形成することが望ましい。
【００２３】
型枠ブロックＫの上端部には、図１３に示す如く、平板状の補強プレートＱを載設するこ
とが望ましい。型枠ブロックＫ内に支柱材Ｐを挿入する場合は、支柱材Ｐ，Ｐ間に補強プ
レートＱを載設する。該補強プレートＱを載設することにより、基体上端部の強度が向上
する。また、図１４に示す如く、基体の最上端に載設される補強プレートＱは、タイルＴ
を貼着する際の下地とすることができる。なお、基体最上端に位置する補強プレートＱに
ついては、表面に貼着したタイルＴの目地部を通して気候の影響を受けるので、耐候性処
理を施しておくことが望ましい。
【００２４】
図１５に示すように、補強プレートＱが、型枠ブロックＫの上端面から若干突出するよう
に構成してもよい。かかる構成により、補強プレートＱを、上下に積み重ねられる型枠プ
レートＫ，Ｋそれぞれの上下端面に嵌合する接続部材として機能させることができる。ま
た、この場合、型枠プレートＫの上下端部に形成していた

【００２５】
基体を構築したならば、しかるのち、型枠ブロックＫの表面に、タイルＴを変成シリコー
ン系接着剤等で取り付けることにより、目的とするタイル張り構造物を得ることができる
。本例の基体にあっては、左右に隣接する型枠ブロックＫ，Ｋどうしは連結プレート１１
によって連結され、上下に積み重ねられた型枠ブロックＫ，Ｋどうしは上下端部に形成し
た凸部と凹部との嵌合により接続されるから、面出しや、タイルを係止させる凸条等の直
線性を確保するのが容易である。また型枠ブロックＫ内に仕切りプレート１３（１４）が
嵌装され、また支柱材Ｐを挿入しているので、基体に十分な強度を与えることができる。
【００２６】
図１６は、本発明に係る型枠ブロックＫの異なる実施形態を示すものであり、次のような
特色を有する。まず下地パネル部２表面のタイル係止用凸条４を一定間隔を置いて形成す
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上下に積み重ねた型枠ブロック内を上下に貫通するように支柱材を配設し、当該支柱材の
側面と型枠ブロックの内表面との間に楔材を挿入することにより、支柱材と型枠ブロック
とを一体化して、強固な基体構造を構築することができる。

上下方向の嵌合構造、すなわち
嵌合用の凹凸部を設けなくても、安定な段積み状態を得ることができる。



るものとし、各凸条４の横幅寸法をタイルの横幅寸法より短く設定すると共に、凸条４と
凸条４との間にタイルの目地部が位置するように設定した。また、下地パネル部２の表面
に、タイルの配設ピッチごとにタイル割付線Ｚ１ 　 及び割付線を兼ねる切断線Ｚ２ 　 を付
した。なおプレート材を嵌装するための溝５，５は、切断線Ｚ２ 　 を挟んでほぼ対称とな
る位置に形成されている。
【００２７】
かかる構成により、本例の型枠ブロックＫにあっては、下地パネル部２の表面にタイルを
取着した際、タイル間の目地部に凸条４が位置しないので、タイル張り構造物の施工後、
タイル目地部において下地が劣化するのを抑えることができる。また、タイル目地部にお
いて下地が目立たなくなる。下地パネル部２の表面に付した割付線Ｚ１ 　 及び切断線Ｚ２

　 により、タイルの割り付けが容易になる。また、切断線Ｚ２ 　 で型枠ブロックＫを切断
することにより、幅寸法を短くしても、型枠ブロックＫの取扱いが全く変わらないという
効果が得られる。
【００２８】
さらに図１７に示す如く、型枠ブロックＫ内にコンクリートを打設する場合、隣接する型
枠ブロックＫの接続箇所にコンクリートの漏出防止テープ３０が貼着されるが、本例の型
枠ブロックＫは、型枠ブロックＫ，Ｋを連設したときに、隣接する凸条４と凸条４との間
に一定の間隔が形成されるように設定されているので、上記漏出防止テープ３０を貼着し
易いという利点を有している。
【００２９】
【発明の効果】
本発明によれば、型枠ブロックを連設してタイル張り構造物用の基体を構築するにあたり
、型枠ブロックを連結するのが容易であって、その上、面出しや各部の直線性を確保する
のが容易であるから、施工能率が非常によい。しかも、型枠ブロックの形態がＬ字形やＴ
字形であっても同様の効果を得ることができる。型枠ブロック内に仕切りプレートや支柱
材を装着することにより、基体の強度を向上させることができる。仕切りプレートは、型
枠ブロック内を、支柱材が挿入される領域とコンクリートを打設する領域とに区画するこ
とができる。型枠ブロックにおける側端部からの距離がタイル配設ピッチの整数倍となる
位置を切断予定箇所に設定し、当該切断予定箇所を挟むように２組の溝を下地パネル部の
裏面に形成することにより、施工状況により型枠ブロックを切断した場合でも、切断前と
同等に型枠ブロックを取り扱うことができる。プレート部材に鉄筋挿通用の切欠部又は切
欠可能部を設けることにより、型枠ブロック内に鉄筋コンクリートを打設するのが容易と
なる
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る型枠ブロックの一例を示す斜視図である。
【図２】本発明に係る型枠ブロックの一例を示す平面図である。
【図３】本発明に係る型枠ブロックに用いる連結プレートの一例を示す斜視図であって、
図（Ａ）は切断可能線を設けたもの、図（Ｂ）は切欠を形成したものである。
【図４】本発明に係る型枠ブロックに用いる小口塞ぎプレートの一例を示すものであって
、図（Ａ）は裏面側から見た斜視図、図（Ｂ）は表面側から見た斜視図である。
【図５】本発明に係る型枠ブロックに用いる仕切りプレートの一例を示す斜視図であって
、図（Ａ）は裏面側から見た斜視図、図（Ｂ）は表面側から見た斜視図である。
【図６】本発明に係る型枠ブロックに用いる仕切りプレートの他の例を示す斜視図であっ
て、図（Ａ）は裏面側から見た斜視図、図（Ｂ）は表面側から見た斜視図である。
【図７】本発明に係る型枠ブロックの他の例を示す斜視図である。
【図８】本発明に係る型枠ブロックのさらに他の例を示す斜視図である。
【図９】本発明に係る型枠ブロックを用いて基体構造を構築する要領を説明する斜視図で
ある。
【図１０】本発明に係る型枠ブロックを用いて基体構造を構築する要領を説明する斜視図
である。
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【図１１】本発明に係る型枠ブロック内に支柱材を挿入した状態を示す平面図である。
【図１２】本発明に係る型枠ブロック内に支柱材を挿入し、楔材を差し込んだ状態を示す
側面図である。
【図１３】本発明に係る型枠ブロックに補強プレートを載設する状態を示す斜視図である
。
【図１４】図（Ａ）は補強プレートを載設した型枠ブロックを示す側面図、図（Ｂ）は同
型枠ブロックにタイルを貼着した状態を示す側面図である。
【図１５】補強プレートを載設した型枠ブロックの他の例を示す側面図である。
【図１６】本発明に係る型枠ブロックの他の実施形態を示すものであって、図（Ａ）は斜
視図、図（Ｂ）は平面図である。
【図１７】本発明に係る型枠ブロックの他の実施形態に係るものであって、図（Ａ）は２
つの型枠ブロックを連設した状態を示す平面図、図（Ｂ）は同連設状態の正面図である。
【符号の説明】
１…ブロック本体部　２…下地パネル部　３…連結部　４…凸条　５…溝　６…保持段部
　７…凸部　２０…楔材　３０…漏出防止テープ　Ｃ…コンクリート　Ｆ…割栗　Ｇ…基
礎　Ｋ…型枠ブロック　Ｌ…タイルの配設ピッチ　Ｍ…切断予定箇所　Ｐ…支柱材　Ｑ…
補強プレート　Ｒ…鉄筋　Ｔ…タイル　Ｘ…切欠　Ｙ…切断可能線　Ｚ１ 　 …割付線　Ｚ

２ 　 …切断線
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【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

(10) JP 3608191 B2 2005.1.5



【 図 １ ７ 】
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